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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（百万円） 45,808 13,737 157,203

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
5,302 △7,729 3,197

四半期純利益又は四半期(当期)

純損失（△）（百万円）
2,874 △8,757 △2,153

純資産額（百万円） 133,615 108,788 118,929

総資産額（百万円） 174,929 143,317 149,216

１株当たり純資産額（円） 1,406.13 1,202.50 1,319.04

１株当たり四半期純利益金額又は１株当た

り四半期(当期)純損失金額（△）（円）
30.63 △98.89 △23.59

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
30.28 － －

自己資本比率（％） 75.4 74.3 78.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
455 1,343 8,564

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,579 △4,992 △11,424

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,982 550 △507

現金及び現金同等物の四半期末

(期末)残高（百万円）
14,426 11,731 14,255

従業員数（人） 4,155 4,429 4,150

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　従業員数は、パートタイマー、アルバイト及び労働契約の従業員を含めた人数にて、記載しております。

４　第61期通期及び第62期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額

については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失であるため、記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 4,429 [147]

　（注）１　従業員数は、パートタイマー、アルバイト及び労働契約の従業員を含めた人数にて、記載しております。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間における平均雇用人員であります。

３　臨時従業員には、派遣社員等を含めております。

(2) 提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,897 [133]

　（注）１　従業員数は、パートタイマー、アルバイト及び労働契約の従業員を含めた人数にて、記載しております。

２　従業員数には、子会社等への出向者（191名）を含めておりません。

３　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第１四半期会計期間における平均雇用人員であります。

４　臨時従業員には、派遣社員等を含めております。
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第２【事業の状況】

１【生産、仕入、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を品名別に示すと、次の通りであります。

品名 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

マシニングセンタ 3,967 △81.7

数値制御装置付旋盤 2,430 △88.1

複合加工機 1,290 △53.6

研削盤 301 △77.2

合計 7,989 △82.7　　

　（注）１　上記金額は、販売価格によっております。

２　パーツ等は、各品名に含んで表示しております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 仕入実績

　当第１四半期連結会計期間における商品仕入実績を品名別に示すと、次の通りであります。

品名 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

数値制御装置付旋盤 10 △64.5

合計 10 △64.5

　（注）１　上記金額は、仕入価格によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 受注実績

　当社は受注見込みによる生産方式をとっておりますので、受注の状況の記載を省略しております。

(4) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を品名別に示すと、次の通りであります。

品名 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

マシニングセンタ 5,355 △72.5

数値制御装置付旋盤 3,343 △80.1

複合加工機 2,295 △34.4

研削盤 125 △90.7　　

パーツ 1,624 △48.3

サービス 452 △43.2

部品加工 158 △31.2

その他 382 △14.3

合計 13,737 △70.0

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等または、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当第１四半期連結会計期間における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は以下の通りであり

ます。文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　　平成21年４月１日から６月30日の３か月間（以下、当第１四半期）における工作機械業界は、昨年10月以降急速に

落ち込んだ受注も前第４四半期（平成21年１月から３月）を底に当第１四半期では徐々に上向いてきております。

しかしながら、自動車産業を中心として設備投資の抑制が続いており、工作機械市場は依然として厳しい状況であ

ります。

　　このような経営環境下において当社グループでは、生産、販売、在庫の一元管理を実施し、計画的な減産に取り組む

とともに、第二次中期経営計画「ＰＱＲ５５５」の取り組みを通して、従来にも増してコストの削減を推進し、財務

体質の一層の強化に取り組んでおります。更には、人材育成、製品品質向上活動など、市場回復に備えた経営体質の

強化も継続的に実施しております。

　　このような状況のもとで、当第１四半期における連結売上高は13,737百万円（前年同四半期比70.0％減少）となり

連結営業損失は8,040百万円（前年同四半期は4,900百万円の連結営業利益）となりました。

    なお、平成21年３月23日に業務及び資本提携を締結した独国GILDEMEISTER AG（以下、ギルデマイスター）とのシ

ナジー効果実現のための施策を協議し、推進しております。具体的には、販売面ではギルデマイスターの低コスト機

種であるエコラインシリーズを当社の初夏プロダクティビィティショーに展示し、受注を開始いたしました。一方、

欧州などで需要の高い当社の大型機をギルデマイスターに供給する予定であり、相互に製品ラインアップの拡充を

図ってまいります。また、営業拠点の統合として、タイ、インドネシアではより有力な当社が、トルコと台湾ではより

有力なギルデマイスターが他方の拠点を吸収合併してまいります。今後も、両社の販売網を有効活用し、互いに補完

関係にある製品ラインアップでの販売を行うとともに、コスト削減を実現する効率的な拠点の統合を進めてまいり

ます。これら以外にも共同開発や共同購買をはじめ、グローバルな工作機械市場でのリーダーシップの確立を目指

して、互いに協力してまいります。

　　このような事業環境のもと、当社グループの業績は下記の通りとなりました。

  前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

売上高 (百万円) 45,808 13,737

営業利益又は営業損失（△） (百万円) 4,900 △8,040

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 5,302 △7,729

四半期純利益又は四半期純損失（△） (百万円) 2,874 △8,757

　　なお、所在地別セグメントの動向及び業績は以下の通りです。

　　日本では、発電、鉄道、航空機等のライフサポートインダストリーやエコ関連を中心に引き合いが増加してきました

が、多くの企業では景気回復を見据えた計画段階であり、受注までには至らない状況でありました。売上高は前年同

四半期（41,570百万円）に比べ75.3％減少の10,249百万円となり、営業損益は前年同四半期（5,285百万円の営業

利益）に比べ12,203百万円減少し、6,918百万円の営業損失となりました。

　  米州では、医療機器関連からの受注が底堅く推移しました。また、一時的ではあるものの、政府が講じた景気刺激策

の効果による需要がありました。しかしながら、資源、自動車、航空機、農業機械、建設機械産業における需要が減退

しているため、総じて受注は低水準でありました。売上高は前年同四半期（7,699百万円）に比べ47.9％減少の

4,008百万円となりましたが、営業損益は前年同四半期（74百万円の営業利益）に比べ24.3％増加の92百万円の営

業利益となりました。
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　  欧州では、風力発電や鉄道関連からの受注が底堅く推移しました。また、計画段階ではあるものの景気回復を見据

えた企業からの、工程集約、自動化、高精度を実現する機種に対する引き合いが増加してきました。しかしながら、ス

ペインやポルトガルでの金型、スウェーデンにおける自動車や工具関連をはじめ、全般的に需要が減退しており、低

水準の受注状況でありました。売上高は前年同四半期（16,464百万円）に比べ71.2％減少の4,736百万円となり、営

業損益は前年同四半期（394百万円の営業利益）に比べ1,469百万円減少し、1,074百万円の営業損失となりました。

    アジア・オセアニアでは、自動車関連を中心に総じて受注が減少しております。しかしながら、中国においては、

特に自動車を中心に、建設機械、鉄道、エネルギー関連の引き合い、受注ともに増加いたしました。売上高は前年同四

半期（1,212百万円）に比べ58.5％減少の503百万円となり、営業損益は前年同四半期（175百万円の営業損失）に

比べ133百万円減少し、308百万円の営業損失となりました。　

　

(2) キャッシュ・フローの状況

四半期連結キャッシュ・フロー計算書

  前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 455 1,343

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △2,579 △4,992

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,982 550

現金及び現金同等物の増減額

（△は減少額）
(百万円) △3,850 △2,981

現金及び現金同等物の四半期末残高 (百万円) 14,426 11,731

　　　　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

　　　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

  「営業活動によるキャッシュ・フロー」は1,343百万円の収入（前年同四半期は455百万円の収入）となりまし

た。主な増加要因は、売上債権の減少額6,914百万円、たな卸資産の減少額1,848百万円であり、主な減少要因は、税金

等調整前四半期純損失7,762百万円、法人税等の支払額1,142百万円であります。

　　　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は4,992百万円の支出（前年同四半期は2,579百万円の支出）となりまし

た。主な要因は、投資有価証券の取得による支出2,518百万円、有形固定資産の取得による支出2,195百万円でありま

す。

　　　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は550百万円の収入（前年同四半期は1,982百万円の支出）となりまし

た。主な増加要因は、短期借入金の純増加額1,994百万円であり、主な減少要因は、配当金の支払額1,438百万円であ

ります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

　　当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は1,535百万円であります。

　　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

提出会社において、前連結会計年度末に計画しておりました伊賀女子寮及び伊賀立体駐車場の新設については、

平成21年４月に完了しております。その設備の状況は次の通りであります。

会社名
事業所名　
（所在地）　

業務内容
設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業員数　
（人）

建物及び
構築物

その他
(工具、器具
及び備品)

合計

提出会社
伊賀女子寮
(三重県伊賀市)

全部門
福利厚生
設備

467 12 480 ―　　

提出会社
伊賀立体駐車場
(三重県伊賀市)

全部門
福利厚生
設備

412 ―　　 412 ―　　

　（注）１　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

　　　　２　生産設備ではないため、生産能力に影響はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

　株式会社太陽工機（国内子会社）において、前連結会計年度末に計画しておりました本社工場増設に係る１期工

事（組立工場本体部分の建設、投資予定額：1,150百万円）につきましては、平成21年５月に完成し、稼動を開始し

ており、建設資金1,144百万円はファイナンス・リース及びオペレーティング・リースにて調達しております。これ

により、生産能力は100％増加しました。

　残りの本社工場増設に係る２期工事（部品倉庫の建設、投資予定額：450百万円）につきましては、現段階での必

要性を再検討した結果、着工を見合わせており、着手及び完了予定を未定といたしました。

　

　なお、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 157,550,000

計 157,550,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 96,475,312 96,475,312

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株　

計 96,475,312 96,475,312 ― ―

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された新株予約権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

株主総会の特別決議日（平成17年６月29日）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 12,919　(注) １

新株予約権のうち自己新株予約権の数          ――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,291,900　(注) ３

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,259円　(注) ２

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　1,259円

資本組入額　　　　630円

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本件新株予約権の行使時において、当社又

は当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあ

ることを要する。

但し、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由の

ある場合はこの限りではない。

また、当社外部のコンサルタントについては、当該コンサル

タントと当社との契約が継続していることを要する。

その他の条件は、本総会の決議及び新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ――

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３　新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。　
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　　会社法に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。　

株主総会の特別決議日（平成20年６月18日）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 40,820　(注) １

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,082,000　(注) ３

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,563円　(注) ２

新株予約権の行使期間 平成22年７月１日から平成25年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　1,737円

資本組入額　　　　869円

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本件新株予約権の行使時において、当社又

は当社子会社の取締役、監査役、もしくは従業員の地位にあ

ることを要する。

但し、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由の

ある場合はこの限りではない。

その他の条件は、本総会の決議及び新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  (注) ４ ①

新株予約権の取得条項に関する事項　 (注) ４

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３　新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

４　新株予約権の取得に関する事項

　　①当社が合併により消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合、又は当社が株式交換もしくは

　　　株式移転により完全子会社となる株式交換契約書、又は株式移転の議案が株主総会で承認された場合に

　　　は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

　　②新株予約権者が権利行使をする前に、上記の行使の条件に規定する条件に該当しなくなったため新株予約

　　　権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができる。
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株主総会の特別決議日（平成21年６月17日）

　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 22,500　(注) １

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　　　――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,250,000　(注) ３

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,104円　(注) ２

新株予約権の行使期間 平成23年７月１日から平成26年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　1,323円

資本組入額　　　　662円

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本件新株予約権の行使時において、当社又

は当社子会社の取締役、監査役、執行役員もしくは従業員の

地位にあることを要する。

但し、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由の

ある場合はこの限りではない。

その他の条件は、本総会の決議及び新株予約権発行の取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するためには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  (注) ４ ①

新株予約権の取得条項に関する事項　 (注) ４

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３　新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

４　新株予約権の取得に関する事項

　　①当社が合併により消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合、又は当社が株式交換もしくは

　　　株式移転により完全子会社となる株式交換契約書、又は株式移転の議案が株主総会で承認された場合に

　　　は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。

　　②新株予約権者が権利行使をする前に、上記の行使の条件に規定する条件に該当しなくなったため新株予約

　　　権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができる。
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②　2012年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成17年６月13日発行）

　旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次の通りであります。

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 2,583

新株予約権の数（個） 2,583

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,909,412

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,366.3円　(注) １ (注) ２

新株予約権の行使期間 平成17年６月27日から平成24年５月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　1,366.3円

資本組入額　　　　　684円

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項なし。

代用払込みに関する事項

新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、そ

の新株予約権が付された社債の全額の償還に代えて新株予

約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があっ

たものとする。また、新株予約権が行使されたときは、当該

請求があったものとみなす。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ――

　（注）１　新株予約権１個の行使に際して払込みをなすべき額は、各社債の発行価額と同額と致します。

２　転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行し

又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整されます。なお、次の算式におい

て、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいいます。

 
既発行株式数＋

発行又は処分株式数×１株当たりの発行又は処分価額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の

発行又は移転を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合

その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整されます。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
　増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
― 96,475,312 ― 32,698 ― 45,429
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（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式

(自己株式等)
― ― ―

議決権制限株式

(その他)
― ― ―

完全議決権株式

(自己株式等)

(自己保有株式）

普通株式　　 　7,906,200
― ―

(相互保有株式)

普通株式　　　　　58,700
― ―

完全議決権株式

(その他)
普通株式　　　88,440,800 884,408 ―

単元未満株式 普通株式　　　　　69,612 ― ―

発行済株式総数 96,475,312 ― ―

総株主の議決権 ― 884,408 ―

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式87株、相互保有株式70株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社森精機製作所

奈良県大和郡山市

北郡山町106番地
7,906,200－ 7,906,200 8.20

(相互保有株式)

株式会社渡部製鋼所

島根県出雲市

大津町1378番地
58,700－ 58,700 0.06

計 ― 7,964,900－ 7,964,900 8.26
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円） 1,060 1,183 1,144

最低（円） 901 931 960

　（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであります。

役職の異動 　

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役

副社長　

製造本部長

（製造全般及びMDR担当）兼

　伊賀事業所長　

開発・製造本部長

（製造全般及びMDR担当）兼

伊賀事業所長

水口　博 平成21年8月1日

取締役副社長

営業本部 副本部長

欧州及び東南アジア担当　兼

DMG担当　

欧州部総責任者　兼

モリセイキ INTERNATIONAL SA COO　兼

TOBLER S.A.S.担当

斎藤　豪　 平成21年７月１日　

取締役副社長 開発本部長　 開発・製造本部長(開発担当) 平元　一之 平成21年8月1日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計

期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１から

平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,873 14,452

受取手形及び売掛金 10,366 16,633

商品及び製品 12,132 14,652

仕掛品 7,078 5,808

原材料及び貯蔵品 17,448 17,454

繰延税金資産 1,040 1,714

未収消費税等 309 210

その他 7,278 7,985

貸倒引当金 △146 △139

流動資産合計 67,380 78,773

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 26,970

※1
 25,541

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 7,239

※1
 7,639

土地 16,238 15,940

建設仮勘定 1,742 1,862

その他（純額） ※1
 4,974

※1
 3,556

有形固定資産合計 57,166 54,539

無形固定資産

のれん 784 694

その他 4,525 4,628

無形固定資産合計 5,309 5,323

投資その他の資産

投資有価証券 11,427 8,598

長期前払費用 418 398

繰延税金資産 271 283

その他 1,343 1,298

投資その他の資産合計 13,460 10,579

固定資産合計 75,937 70,442

資産合計 143,317 149,216
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,003 3,374

短期借入金 ※3, ※4
 12,942

※3, ※4
 10,298

リース債務 102 15

未払金 4,434 4,207

未払費用 1,436 1,268

前受金 1,896 1,554

未払法人税等 372 1,434

未払消費税等 10 45

繰延税金負債 117 113

製品保証引当金 1,242 1,192

役員賞与引当金 － 25

その他 1,384 813

流動負債合計 26,943 24,342

固定負債

新株予約権付社債 2,583 2,583

リース債務 1,234 82

繰延税金負債 1,216 938

再評価に係る繰延税金負債 1,699 1,699

退職給付引当金 771 641

長期未払金 80 －

固定負債合計 7,585 5,945

負債合計 34,529 30,287

純資産の部

株主資本

資本金 32,698 32,698

資本剰余金 45,429 45,429

利益剰余金 39,642 50,184

自己株式 △10,544 △10,589

株主資本合計 107,226 117,723

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,657 1,193

繰延ヘッジ損益 550 1,202

土地再評価差額金 1,545 1,545

為替換算調整勘定 △4,458 △4,864

評価・換算差額等合計 △704 △922

新株予約権 973 828

少数株主持分 1,293 1,300

純資産合計 108,788 118,929

負債純資産合計 143,317 149,216
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 45,808 13,737

売上原価 26,342 12,063

売上総利益 19,465 1,673

販売費及び一般管理費 ※1
 14,564

※1
 9,714

営業利益又は営業損失（△） 4,900 △8,040

営業外収益

受取利息 42 6

受取配当金 100 87

為替差益 221 260

持分法による投資利益 3 －

その他 76 87

営業外収益合計 444 441

営業外費用

支払利息 7 36

支払手数料 16 27

持分法による投資損失 － 54

その他 19 11

営業外費用合計 42 130

経常利益又は経常損失（△） 5,302 △7,729

特別利益

固定資産売却益 9 4

貸倒引当金戻入額 10 －

特別利益合計 20 4

特別損失

固定資産売却損 1 3

固定資産除却損 11 28

減損損失 － 4

投資有価証券評価損 30 0

特別損失合計 42 37

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

5,280 △7,762

法人税、住民税及び事業税 2,084 21

法人税等調整額 282 1,166

法人税等合計 2,367 1,188

少数株主利益又は少数株主損失（△） 38 △193

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,874 △8,757
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

5,280 △7,762

減価償却費 1,573 1,671

固定資産売却損益（△は益） △8 △0

固定資産除却損 11 28

減損損失 － 4

投資有価証券評価損益（△は益） 30 0

のれん償却額 113 88

株式報酬費用 123 145

持分法による投資損益（△は益） △3 54

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 48 △25

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 386 △34

製品保証引当金の増減額（△は減少） 272 49

受取利息及び受取配当金 △142 △94

支払利息 7 36

為替差損益（△は益） △1,292 △402

売上債権の増減額（△は増加） 8,385 6,914

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,923 1,848

仕入債務の増減額（△は減少） △763 △447

未収消費税等の増減額（△は増加） 117 △98

未払消費税等の増減額（△は減少） △28 △59

未払金の増減額（△は減少） 1,284 △184

役員賞与の支払額 △163 －

その他 △59 693

小計 10,240 2,426

利息及び配当金の受取額 144 94

利息の支払額 △12 △36

法人税等の支払額 △9,917 △1,142

営業活動によるキャッシュ・フロー 455 1,343

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） － 57

投資有価証券の取得による支出 － △2,518

有形固定資産の売却による収入 35 6

有形固定資産の取得による支出 △1,958 △2,195

無形固定資産の取得による支出 △603 △286

その他 △52 △56

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,579 △4,992
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △96 1,994

自己株式の処分による収入 54 32

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △1,919 △1,438

少数株主への配当金の支払額 △18 △17

その他 △1 △21

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,982 550

現金及び現金同等物に係る換算差額 255 117

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,850 △2,981

現金及び現金同等物の期首残高 17,916 14,255

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 361 457

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 14,426

※1
 11,731
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間より、株式会社ビー・ユー・ジーは重要性が増

したため、連結の範囲に含めております。

 (2) 変更後の連結子会社の数

34社

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 77,892百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 76,500百万円

　２　債務保証 　２　債務保証

販売先のリース料支払に対する

債務保証(㈱駒月他346件)
1,835百万円

―――

　

　

　 　

　

①販売先のリース料支払に対する

　債務保証(㈱駒月他356件)
1,962百万円

②連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に

　対して、次の通り経営指導念書を差し入れてお

　ります。

　　株式会社ビー・ユー・ジー 650百万円

※３　当座貸越契約

連結財務諸表提出会社は、運転資金等の効率的な調

達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。この契約に基づく当第１四半期連結

会計期間末の借入未実行残高は次の通りでありま

す。

当座貸越極度額 45,000百万円

借入実行残高 11,800百万円

差引額 33,200百万円

※３　当座貸越契約

連結財務諸表提出会社は、運転資金等の効率的な調

達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結

しております。この契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次の通りであります。

当座貸越極度額 45,000百万円

借入実行残高 9,800百万円

差引額 35,200百万円

※４　コミットメントライン契約

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社１社は、

運転資金等の効率的な調達を行うため、取引銀行24

行と貸出コミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当第１四半期連結会計期間

末の借入未実行残高は、次の通りであります。

 貸出コミットメント限度額 51,200百万円 

 借入実行残高 498百万円 

 差引額 50,702百万円 

※４　コミットメントライン契約

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社１社は、

運転資金等の効率的な調達を行うため、取引銀行24

行と貸出コミットメントライン契約を締結しており

ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は、次の通りであります。

 貸出コミットメント限度額 31,200百万円 

 借入実行残高 498百万円 

 差引額 30,702百万円 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用のう

ち主要なものは以下の通りであります。

運賃 2,317百万円

販売促進費 1,120百万円

給料・賞与金 3,405百万円

退職給付費用 166百万円

減価償却費 565百万円

のれん償却額 113百万円

支払手数料 1,256百万円

研究開発費 1,389百万円

製品保証引当金繰入 274百万円

役員賞与引当金繰入 48百万円

※１　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用のう

ち主要なものは以下の通りであります。

運賃 509百万円

販売促進費 425百万円

給料・賞与金 2,818百万円

退職給付費用 99百万円

減価償却費 623百万円

のれん償却額 88百万円

支払手数料 558百万円

研究開発費 1,535百万円

製品保証引当金繰入 49百万円

貸倒引当金繰入　 4百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 14,494

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △68

現金及び現金同等物 14,426

 

（平成21年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 11,873

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △141

現金及び現金同等物 11,731

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　

至平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　96,475千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　 7,892千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　973百万円（親会社　963百万円、子会社　10百万円）

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月17日

定時株主総会
普通株式 1,771 20平成21年３月31日平成21年６月18日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　　　　　　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　当社企業グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して同種、同系列の工作

機械を専ら製造販売しておりますので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

 

　　　　　　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める工作機械事業の割合が、いずれも90％を超えるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1) 外部顧客に対する

売上高
21,693 7,359 15,898 856 45,808 ― 45,808

(2) セグメント間の内

部売上高
19,876 339 566 356 21,138(21,138) ―

計 41,570 7,699 16,464 1,212 66,946(21,138)45,808

営業利益又は

営業損失（△）
5,285 74 394 △175 5,579 (678) 4,900

　（注）１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

米州………………………アメリカ、ブラジル、メキシコ

欧州………………………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、スペイン

アジア・オセアニア……シンガポール、台湾、中国、タイ、韓国、インドネシア、オーストラリア、

インド、マレーシア、トルコ

　　　　２　会計処理基準に関する事項の変更

　　　　　　(棚卸資産の評価に関する会計基準)

　当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年　７

月５日）を適用しております。

　　　　　　　この変更に伴う営業損益への影響は、軽微であります。

　　　　　　(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い)

　当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。

　この変更に伴う営業損益への影響は、軽微であります。なお、日本及び米州については、セグメント情報に与

える影響はありません。

３　追加情報

　　　　　　(有形固定資産の耐用年数の変更)

　当社及び国内連結子会社１社の機械装置の主なものについては、従来、耐用年数を10年としておりました

が、当第１四半期連結会計期間より９年に変更しました。

　この変更により、従来の方法によった場合に比較して、日本において営業利益は25百万円減少しておりま

す。なお、日本以外については、セグメント情報に与える影響はありません。
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　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）
欧州

（百万円）

アジア・
オセアニア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1) 外部顧客に対する

売上高
5,526 3,483 4,313 413 13,737 － 13,737

(2) セグメント間の内

部売上高
4,722 524 422 90 5,760 (5,760) －

計 10,249 4,008 4,736 ※ 503 19,498(5,760)13,737

営業利益又は

営業損失（△）
△6,918 92 △1,074 △308 △8,208 168 △8,040

　（注）１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

米州………………………アメリカ、ブラジル、メキシコ、カナダ

欧州………………………ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、スペイン、スイス、トルコ

アジア・オセアニア……シンガポール、台湾、中国、タイ、韓国、インドネシア、オーストラリア、

インド、マレーシア

２　国又は地域の区分変更

　（注）１において、トルコについては従来アジア・オセアニアに含めて区分しておりましたが、当社グルー

プにおける管理区分に応じて、当第１四半期連結累計期間より、欧州に含めて区分しております。

　この変更に伴うセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　※ 　アジア・オセアニアにおける売上高（503百万円）の中には、製品売上に対する当社からのコミッションが含まれ 

ており、当該コミッションに対応する製品売上高（1,068百万円）は日本に含まれております。

　従いまして、同地域の外部売上高は1,481百万円であります。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 米州 欧州 アジア・オセアニア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 8,907 15,898 5,576 30,382

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― 45,808

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
19.4 34.7 12.2 66.3

　（注）１　海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

米州………………………アメリカ、ブラジル、カナダ、アルゼンチン、メキシコ

欧州………………………ドイツ、イギリス、イタリア、フランス、スペイン、オランダ、ノルウェー、

スウェーデン、デンマーク、スイス、フィンランド、スロベニア、チェコ、

ハンガリー、ポーランド

アジア・オセアニア……シンガポール、台湾、中国、タイ、インド、インドネシア、韓国、

オーストラリア、ニュージーランド、マレーシア、フィリピン、ベトナム、

トルコ、イスラエル、ロシア
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　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 米州 欧州 アジア・オセアニア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,841 4,313 1,481 9,636

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― 13,737

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
28.0 31.4 10.8 70.2

　（注）１　海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

米州………………………アメリカ、ブラジル、カナダ、アルゼンチン、メキシコ

欧州………………………ドイツ、イギリス、イタリア、フランス、スペイン、オランダ、ノルウェー、

スウェーデン、デンマーク、スイス、フィンランド、スロベニア、チェコ、

ハンガリー、ポーランド、オーストリア、トルコ、ロシア

アジア・オセアニア……シンガポール、台湾、中国、タイ、インド、インドネシア、韓国、

オーストラリア、ニュージーランド、マレーシア、フィリピン、ベトナム、

イスラエル

３　国又は地域の区分変更

　　　（注）２において、トルコ及びロシアについては従来アジア・オセアニアに含めて区分しておりましたが、当

社グループにおける管理区分に応じて、当第１四半期連結累計期間より、欧州に含めて区分しております。

　この変更に伴うセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結

会計年度末に比べて著しい変動は認められません。

　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 7,702 9,782 2,080

(2）債券  ―  ―  ―

(3）その他 ― ― ―

合計 7,702 9,782 2,080

（注） 有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には　　　　　　

　全て減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連

結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

区分 種類

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価益
（百万円）

 市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

ユーロ 4,945 ― 4,736 208

合計 4,945　　 ― 4,736 208

　      （注）　ヘッジ会計（繰延ヘッジ処理）を適用しているものについては開示の対象から除いております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

１　ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　　　　　売上原価　　　　　　　　59 百万円

　　　　　　販売費及び一般管理費　　86 百万円

　

２　当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

会社名　  提出会社

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　　　 ７名　

 当社監査役　　　　　 ３名

 当社執行役員　　　　 16名

 当社従業員　　　　　 48名

 当社子会社の従業員　 ９名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　2,250,000株

付与日 平成21年６月26日

権利確定条件
付与日(平成21年６月26日)から権利確定日(平成23年

６月30日)まで継続して勤務していること。　

対象勤務期間 平成21年６月26日～平成23年６月30日

権利行使期間 平成23年７月１日～平成26年６月30日

権利行使価格  １株当たり　1,104円　

付与日における公正な評価単価  219円
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,202.50円 １株当たり純資産額 1,319.04円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 30.63円

　

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

30.28円

１株当たり四半期純損失金額（△）

　

△98.89

　

円

　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため、記載しておりません。

　　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上

の基礎は、以下の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額         

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 2,874 △8,757

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
2,874 △8,757

期中平均株式数（千株） 93,810 88,564

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） ― ―

普通株式増加数（千株）

（うち、新株予約権）

1,104

(1,104)

―

(―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

株式会社森精機製作所

取締役会　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　　要　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　髙郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小川　佳男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社森精機製作

所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社森精機製作所及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月７日

株式会社森精機製作所

取締役会　御中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　　要　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　髙郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小川　佳男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社森精機製作

所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社森精機製作所及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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